
 
 
 
 
 
 
 
 

東京大学海洋アライアンス・日本財団共同 シンポジウム 
 

大震災からの復興への道筋 
 
 

日時： 2011 年 7 月 8 日（金） 13:00 ‒ 17:35 
場所： 東京都港区赤坂 1-2-2 日本財団ビル 
会場： 第 1 会場（メイン会場）1F「バウルーム」 
    第 2 会場（遠隔視聴）2F「会議室 A」 

 





 

趣旨 
 2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震により岩手、宮城県を中心とした広範な地域が地震と
津波による甚大な被害を受けてから間もなく 4か月が経とうとしています。東京大学海洋アライアン
スでは多くの教員、研究者がこの震災に関する多角的な解析を行ってきました。さらに日本財団の助
成により三次にわたる調査隊の派遣を通じてこの大震災がもたらした被害の実態の把握に努めてき
ました。また、日本財団は、見舞金・弔慰金の配布、学生ボランティアの大規模な派遣、ボランティ
ア・NPO の活動への緊急支援など、ニーズに応じた様々な活動を迅速に展開してきました。 
 こうした努力を今後も継続する一方で、今、復興への道筋をどのように描いていくべきなのかが焦
点になりつつあります。震災前と同じ場所に同じような街を作ることはできないとすれば、どのよう
な要素を勘案しつつ、どこに何を作っていけばいいのでしょうか。また震災後の新たな産業の姿をど
のように構想していくべきなのでしょうか。その主体は誰で、その構想実現のためには何が求められ
ているのでしょうか。 
 このシンポジウムは、震災の状況を踏まえた上で、被災地の復興への将来像を明確にしていくこと、
それに応じて私たちに何ができるのか、あるいは私たちが何をすべきなのかを確認するために、東京
大学海洋アライアンスと日本財団が共同で企画するものです。復興に心を寄せる多くの市民の参加を
期待します。 



プログラム 
13:00 ‒ 13:05 開会のあいさつ 

笹川 陽平（日本財団会長） 
 

第 1 部 大震災の実態 座長：黒倉 寿（農学生命科学研究科・教授） 
13:05 ‒ 13:25 津波被害の全体像 

佐藤 愼司（工学系研究科・教授） 
13:25 ‒ 13:45 海底の状況：大槌湾と志津川湾の海底はどうなっているか 

浦   環（生産技術研究所・教授） 
13:45 ‒ 14:05 東日本大震災が岩手県沿岸漁業におよぼした影響と持続的な漁業再開に必要なこと 

後藤 友明（岩手県水産技術センター・主査専門研究員） 
14:05 ‒ 14:25 新たな漁業の胎動：瓦礫の中からの復興宣言 －見失いかけていた進むべき道 

八木 健一郎（三陸とれたて市場・代表取締役） 
 
14:25 ‒ 14:35 休憩 
 
第 2 部 復興への道筋 座長：村山 英晶（工学系研究科・准教授） 
14:35 ‒ 14:55 復興に求められる防災対策 

磯部 雅彦（新領域創成科学研究科・教授） 
14:55 ‒ 15:15 地場産業：造船クラスターの復興計画で考えること 

青山 和浩（工学系研究科・教授） 
15:15 ‒ 15:35 水産業の復興 

黒倉 寿（農学生命科学研究科・教授） 
15:35 ‒ 15:55 東北の復興計画 

大西 隆（工学系研究科・教授） 
 

15:55 ‒ 16:15 休憩 
 
第 3 部 総合討論 座長：藤井 輝夫（生産技術研究所・教授） 
16:15 ‒ 17:30 講演者と座長による総合討論 
 
17:30 ‒ 17:35 閉会のあいさつ 

浦 環（東京大学海洋アライアンス機構長） 



講演要旨 
第 1部 大震災の実態 
 
「津波被害の全体像」 
 佐藤 愼司  東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻・教授 
 
 東北地方太平洋沖地震津波は、慶長、明治、昭和と記録されている一連の三陸津波の震源の約
200km 南西で日本列島により近い位置を震源とするM9.0 の巨大地震により発生した巨大津波であ
った。津波研究者らは、地震発生の翌日から現地調査を開始した。調査場所はウェブなどで全国的に
共有し、津波痕跡が消失する前に可及的速やかに広範な範囲の痕跡調査を実施できるように情報共有
を徹底した。東大工学部のチームは、他大学と協力しながら、千葉県九十九里浜から調査を開始し、
順次北上して福島県いわき市までの痕跡を調査した。その後、3月末からは東北地方の調査にも着手
し、岩手県中部および南部の調査を実施した。その結果、今回の津波は、再現周期が 1000 年程度と
推定される貞観津波の規模と同程度かそれ以上であること、海岸堤防などの防護施設は、一部破壊さ
れながらも浸水量を低減する効果を果たした所が多いことなどが明らかとなった。 
 
 
 
「海底の状況：大槌湾と志津川湾の海底はどうなっているか」 
 浦 環  東京大学生産技術研究所海中工学国際研究センター長・教授 
      東京大学海洋アライアンス機構長 
 
 津波の引き波によって陸上にあった家屋や乗用車、さらには海中や海面にあった漁業施設が沖合に
流された。漁業者達は心配している。陸上の瓦礫のように、海底にも瓦礫の山が築かれているのでは
ないか。そうなると養殖施設を再建できない。いったいいつになったら漁業を再開できるのであろう
か。ワカメやカジメが茂っていたアワビやウニの漁場は更地になってしまったのではないか。アワビ
の稚貝を放流できなければ将来の漁獲の見通しが立たない。 
 港内にたまっている瓦礫を見、壊れた防波堤を見ると心配はもっともである。心配が現実のものな
のかそうでないのかを知るには、遠隔操縦式の小型水中機（ROV：remotely operated vehicle）を海
底に潜らせればよい。現在の海底の状況を目の当たりにすることができ、その映像を漁業者に見せる
ことができる。我々の懸念材料は、安全な ROV 展開を妨げる海水の濁りである。 
 私たちは、4月 29 日から 5月 1 日までの三日間を大槌湾で、5月 15 日から 18 日までの四日間を
志津川間で、海洋アライアンスの日本財団プログラムの一環として地元と三井造船（株）のご協力を
得て ROV を延べ 38 回潜航させた。深度はおおよそ 20m から 40mであるが、アワビやウニの漁場
である浅い岩場へも潜航させた。予想に反し、そこには山のような瓦礫はなく、多くの潜航地点では
穏やかな海底が広がっていた。 
 ビデオを見た漁業者の方達は、元気が出るとおっしゃった。 



「東日本大震災が岩手県沿岸漁業におよぼした影響と持続的な漁業再開に必要なこと」 
 後藤 友明  岩手県水産技術センター漁業資源部・主査専門研究員 
 
 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災によって、リアス式海岸に多くの漁村が点在する岩手
県の沿岸域は甚大な被害を被った。それにより、基幹産業としておよそ 4百億円という価値を生み出
していた沿岸漁業も大きなダメージを受けることとなった。震災後 3ヶ月が経過し、漁協を中心とし
て養殖や定置網漁場の復旧が進められているものの、必ずしも沿岸漁業復興に向けた青写真が描けて
いるわけではないのが現状である。そこで、本報告は“持続的な”漁業の再開、という視点から岩手県
沿岸漁業の復興に向けた方向性を考えてみた。岩手県の沿岸漁業は、変化の大きな海洋環境とそれに
伴って変動する資源に対応して構成魚種を変えながら多様で特有な漁業が形作られ、営まれてきた。
この漁業の多様性が岩手県の沿岸漁業の大きな特性である。これまで行ってきた調査から、岩手県沿
岸の資源は震災前とほとんど変わらない様相を呈していることがわかってきている。持続的な漁業の
再生には、短期的にはこの現存資源を対象とする漁獲による漁業者の生活基盤構築を目指すことが必
要であるが、これまで培われてきた単一の資源・漁業形態に偏らない漁業の多様性をいかにして取り
戻すかを考慮に入れた取り組みが求められる。 
 
 
 
「新たな漁業の胎動：瓦礫の中からの復興宣言 －見失いかけていた進むべき道」 
 八木 健一郎  有限会社三陸とれたて市場・代表取締役 
 
 被災後、漁業の現場が言葉にならない規模で崩壊し、再開のめどもなく呆然としていた現場、その
裏では、自分たちが感動した食材を生み出した土地「三陸町」の生産者や販売者、そしてその町自体
がどうなってしまったのか喉に物も通らない程の心配のなか、インターネットからありとあらゆる情
報を検索し、案じ続けている顧客の姿がありました。 
それは、インターネット産直が、全く新しい次元（生産者と消費者それぞれがお互いを意識し守りあ
える関係）の商取引であることを皮肉にも証明しました。 
 完全復興までは、途方も無い時間が掛かることが予想されます。 
 しかし、三陸海岸は強烈な波によって長年海底に蓄積した汚泥もかき出され、疲弊した生産環境が
完全にリセットされました。 この波はより一層豊かな海の幸を約束してくれるでしょう。 
 全国にはインターネットを通して支えてくれる絶大な数のお客様。浜には闘志に燃える生産者。 
 それをつなぎたいと走り回る僕のチーム。 
 目的は明確になりました。生産者と消費者の体温も揃い、豊かな海が目の前で再生を始めておりま
す。１０００年に１度の大災害は、１０００年に１度しかないであろう温もりあふれる連携を生み出
しています。 
 



第2部 復興への道筋 
 
「復興に求められる防災対策」 
 磯部 雅彦  東京大学大学院新領域創成科学研究科社会文化環境学専攻・教授 
 
 今回の津波による被災の実態を見ると、このような巨大津波に対しても完全な防護が行えるような
堤防や防波堤などを建設することは、莫大な費用がかかるとともに、日常的な活動において海と陸を
切り離すことにもなるので、得策とは言えません。そこで、津波に襲われた地域の復旧・復興に際し
ては、1,000 年に 1 度というような巨大津波（減災レベルの津波）に対してもまず人命だけは救える
ようにします。これには、高台への移転、地盤のかさ上げ、津波避難ビルや津波避難タワーの建設を
行うとともに、避難訓練や防災学習を恒常的に行うことが必要です。その上で、一生に１回位は遭遇
する可能性がある中小規模の津波（防護レベルの津波）に対しては、堤防や防波堤による防護システ
ムを構築し、生命とともに財産や国土を守り、津波によって生活や産業に支障が生じないようにしま
す。講演ではこの２段階の防災の考え方を紹介します。 
 
 
 
「地場産業：造船クラスターの復興計画で考えること」 
 青山 和浩  東京大学大学院工学系研究科システム創成学専攻・教授 
 
 東日本大震災で甚大な被害を受けた東北地方の市町村の復興は、漁業の復興が重要な鍵を握る。一
方で、日本有数の漁港は、漁業を支える様々な地場産業によって支えられている。多種多様な地場産
業の連結によって魅力ある港が形成され、多くの漁船が集まり、漁業および水産業が成立する。  
 漁業を復興するためには、魅力ある港の再生が必要不可欠である。港に要望される必要不可欠な魅
力と、それを実現する産業要素を確認した上で、地場産業の復興を計画することは重要である。 
 漁業の中核となる漁船に焦点をあて、漁船の建造、メンテナンスなどに関連する様々な地場産業の
復興計画を考える。長い年月をかけて構築された地場産業の複雑な産業構造を短期間で再構築する問
題となる。この問題を解くためには、多様なステークホルダの合意を円滑にする必要があり、可能な
限り問題の認識を共有化することが望まれる。その上で、復興計画（シナリオ）を作成することが重
要である。 
 



「水産業の復興」 
 黒倉 寿  東京大学大学院農学生命科学研究科農学国際専攻・教授 
 
 水産都市は、漁業の再生だけでは復興しない。遠洋漁業などが漁獲物をどこに陸揚げするかという
選択は、都市機能の優劣によって決まる。水産都市は漁業によって成り立っているが、漁業も水産都
市によって成り立っているという関係にある。 
 漁業は経営リスクが大きい。経営リスクをどのように軽減するかが漁業では特に重要である。もと
もと経営状態が悪かった経営体が漁業を再開するには大きな経営リスクを伴う。操業の協業化や漁民
会社の設立、民間資本の導入などが賛否を交えて議論されていうのはこうした背景からである。 
 零細な漁業については、零細であるがゆえに経営効率が悪いとは言えない。しかし、過疎化と高齢
化の中で、そこうした零細漁業が高い収益を上げるためには、何らかのサポートが必要である。こう
した経営努力を求めることが困難になっているのが多くの浜の実態であろう。この問題は、過疎化と
高齢化がもたらす限界集落の問題である。 
 
 
 
「想像的復興への道」 
 大西 隆  東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻・教授 
 
 大災害が常にそうであるように、東日本大震災も復旧・復興過程において多くの未知の体験を被災
地に強いている。特に、浸水地域内に居住していた 50 万人の人々、倒壊した 10 万軒以上の建物を
安全な場所に移して復興することは、他の災害と異なる津波災害に特有な難題である。被災地市町村
では、遺体捜索やがれき撤去がまだ続く中で、安全な地への集落移転、あるいはより大規模なまちの
移転を中心とした復興計画を秋口にもまとめるための公民協力による作業が始まっている。これと並
行して、政府は、基本方針を作成し、さらに第 2次、第 3次補正予算で早期に必要な復興予算を計上
する予定である。双方の動きが的確にかみ合って、市町村の復興事業が制度的にも、財政的にも支え
られることが期待される。新たな集落―まちのイメージはどのようなものか、さらに、そこに到達す
る過程における課題は何か、こうした未知の問題を解き明かす方策を考える。 






